[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]別紙２                                                   
	入札参加資格確認資料


　　　　　　　　　　　　　 　　商号又は名称　　　　　　　　　　


	①民事再生手続開始又は会社更生手続開始の申立ての有無
【※公募公告２(１)ウ関係】

該当する□に印を付する
こと。(以下同じ)
	□民事再生手続開始又は会社更生手続開始の申立てがなされている。

□上記に該当するが、再生計画認可又は更生計画認可の決定を受けている。

□いずれの申立てもなされていない。

	②暴力団員等との関係状況
【※公募公告２(1）エ関係】


	□愛媛県暴力団排除条例に定める暴力団員等（以下「暴力団員等」という。）である。
□暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者である。
□暴力団員等又は暴力団員等でなくなった日から５年を経過しない者が事業活動を支配する者である。
□上記のいずれにも該当しない。

	③資本関係又は人的関係のある建設コンサルタント会社の有無
【※公募公告２(１)オ関係】
	□あり　　※「あり」の場合は、「資本関係及び人的関係に係る状況届」（別紙２の１）を併せて提出すること。）


□なし

	備　　　考
	















別紙２の１                                            


資本関係及び人的関係に係る状況届




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　



１　資本関係に係る事項
(1) 会社法第２条第４号の親会社
	商号又は名称
	本店所在地
	許可番号

	
	
	

	
	
	







(2) 会社法第２条第３号の子会社
	商号又は名称
	本店所在地
	許可番号

	
	
	

	
	
	







(3) 会社法第２条第４号の親会社を同一とする子会社の関係を有する会社
	商号又は名称
	本店所在地
	許可番号

	
	
	

	
	
	








２　人的関係に係る事項

	他社と兼任している役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	許可番号
	役職

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	










注１　該当がない場合は、本様式（別紙２の１）の提出は必要ない。
２　「２　人的関係に係る事項」については、役員及び民事再生法第64条第２項又は会社更生法第67条第１項の規定により選任された管財人について記入すること。	






別紙２の２

過去１５年の業務実績
【※公募公告２(１)カ関係】

　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　
	
	同種又は類似業務の種類
	
	
	
	
	

	業務名
	




	
	
	
	

	発注機関名
	




	
	
	
	

	契約金額
	




	
	
	
	

	履行期間
	





	
	
	
	

	業務の概要
	






	
	
	
	


注１　同種又は類似業務の元請としての受注実績（業務が完了し、成果品の引き渡し済みのものに限る。）について記載すること。
　　　　なお、同種業務を優先して記載すること。
注２　同種又は類似業務の受注実績を証明するものとして、テクリスによる登録内容確認書の写しを添付すること。


別紙２の３

配置予定技術者について
【※公募公告２(１)キ関係】

　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　

	
配置予定
技術者区分

管理技術者

照査技術者

担当技術者
	氏名：
	生年月日：

	
	所属・役職：

	
	資格・部門等


	取得年月日

	
	過去15年の主な業務の経験

※同種又は類似の場合は、業務名・発注機関名欄に「同種」又は「類似」と記載し、その後に業務名、発注機関名を記載すること。
	業務名・発注機関名
	履行期限
	業務概要

	
	
	


	
	

	
	
	


	
	

	
	
	


	
	

	
	
	


	
	

	
	
	


	
	

	
	現在の手持ち業務






	業務名・発注機関名
	履行期限
	業務概要

	
	
	


	
	

	
	
	


	
	

	
	
	


	
	


注１　管理技術者、照査技術者、担当技術者（配置予定のある場合で３名まで記載できる。）毎に作成すること。（不要な文字は抹消すること。）
注２　「所属」には、勤務する本店又は支店若しくは営業所名を記載すること。
注３　「主な業務の経験」は、過去15年に国又は地方公共団体が発注した業務のうち、業務が完了し、成果品の引き渡し済みのものを５業務まで記載すること。なお、同種又は類似の業務の経験を有する場合は、優先して記載すること。
注４　手持ち業務は、管理技術者又は照査技術者として従事している業務とし、他の発注者に係るものも含め、すべて記載すること。
注５　「主な業務実績」及び「現在の手持ち業務」を証明するものとして、テクリスによる登録内容確認書の写しを添付すること。
注６　１枚に記載できない場合は、別様とすること。

